
一
般
会
計

　

平
成
23
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入
は

前
年
比
３
．
２
％
減
の
２
６
３
億
１
千

３
３
３
万
円
（
前
年
度
：
２
７
１
億
７

千
９
５
４
万
円
）、
歳
出
は
４
．
４
％

減
の
２
５
４
億
２
千
７
５
４
万
円
（
前

年
度
：
２
６
６
億
１
千
３
万
円
）
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
額

（
形
式
収
支
）
は
８
億
８
千
５
７
９
万

円
で
す
。
こ
の
中
か
ら
、
平
成
23
年
度

に
完
了
せ
ず
平
成
24
年
度
に
引
き
続
い

て
行
う
こ
と
に
な
っ
た
事
業
（
繰
越
事

業
）
に
充
て
る
財
源
２
千
７
８
８
万
円

を
差
し
引
い
た
残
額
（
実
質
収
支
）
は

８
億
５
千
７
９
１
万
円
（
前
年
度
：
４

億
７
千
４
９
６
万
円
）
で
、
大
幅
な
黒

字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
星
美

台
分
譲
地
の
売
り
払
い
な
ど
の
臨
時
的

な
収
入
を
除
い
て
も
、
６
億
６
千
２
５

万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

黒
字
の
要
因
は
、借
金
の
返
済
額（
公

債
費
）
が
減
っ
た
こ
と
や
平
成
22
年
度

で
終
了
し
た
暫
定
就
労
事
業
を
始
め
と

す
る
公
共
事
業
費
が
減
っ
た
こ
と
に
加

え
て
、
生
活
保
護
費
に
対
す
る
国
か
ら

の
負
担
金
の
平
成
22
年
度
精
算
分
収
入

が
多
く
な
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

歳
　
　
入

　

市
に
入
っ
て
く
る
お
金
（
歳
入
）
に

は
、
市
が
自
主
的
に
収
入
を
確
保
で
き

る
自
主
財
源
と
、
国
や
県
の
基
準
に
よ

っ
て
定
め
ら
れ
た
額
を
交
付
さ
れ
る
、

ま
た
は
借
り
入
れ
る
依
存
財
源
が
あ
り
、

自
主
財
源
が
多
い
ほ
ど
、
他
に
頼
ら
ず

行
政
活
動
の
自
主
性
と
安
定
性
が
確
保

で
き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

自
主
財
源
の
中
で
最
も
大
切
で
多
い

収
入
は
、
み
な
さ
ん
が
納
め
た
市
税
で

す
が
、
前
年
度
に
比
べ
市
民
税
が
減
少

し
た
も
の
の
、
固
定
資
産
税
や
市
た
ば

こ
税
が
増
え
た
た
め
、
市
税
全
体
で
は

増
収
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
依
存
財
源
は
、
歳
入
全
体
の

約
７
割
を
占
め
、
金
額
の
大
き
い
も
の

か
ら
順
に
地
方
交
付
税
、
国
庫
支
出
金
、

県
支
出
金
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

歳
　
　
出

　

歳
出
の
区
分
に
は
、
行
政
目
的
に
よ

っ
て
分
類
し
た
「
目
的
別
歳
出
」
と
経

済
的
性
質
ご
と
に
分
類
し
た
「
性
質
別

歳
出
」
と
が
あ
り
ま
す
。

　

目
的
別
歳
出
で
は
、
生
活
保
護
や
子

ど
も
手
当
な
ど
児
童
、
老
人
、
心
身
障

害
者
な
ど
の
福
祉
に
使
わ
れ
た
民
生
費

や
、
過
去
の
公
共
事
業
に
よ
る
借
入
金

の
元
金
、
利
子
返
済
に
使
わ
れ
た
公
債

費
が
多
く
、
こ
れ
ら
で
歳
出
全
体
の
約

６
割
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

性
質
別
歳
出
で
は
、
扶
助
費
（
社
会

保
障
制
度
の
一
環
と
し
て
高
齢
者
、
児

童
、
障
害
者
、
生
活
困
窮
者
な
ど
に
使

わ
れ
る
経
費
）、
公
債
費
（
借
金
の
返

済
額
）、
人
件
費
が
歳
出
全
体
の
６
割

以
上
を
占
め
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
よ
う

に
必
ず
払
わ
な
く
て
は
な
ら
ず
、
削
減

が
難
し
い
経
費
を
義
務
的
経
費
と
い
い

ま
す
。

基
金
と
市
債

　
「
基
金
」
と
は
、
特
定
の
目
的
の
た

め
に
財
産
を
維
持
し
、
資
金
を
積
み
立

て
ま
た
は
定
額
の
資
金
を
運
用
す
る
た

め
に
設
け
ら
れ
る
資
金
ま
た
は
財
産
の

こ
と
で
、
市
の
貯
金
で
す
。

　

平
成
23
年
度
末
の
田
川
市
の
基
金
残

高
は
、１
３
１
億
８
千
５
１
３
万
円（
一

般
会
計
ベ
ー
ス
）
と
な
っ
て
お
り
、
前

年
度
末
よ
り
５
億
４
千
２
９
万
円
、
４
．

３
％
増
え
て
い
ま
す
。

　

一
方
、市
の
借
金
で
あ
る
「
市
債
」
は
、

公
共
施
設
の
建
設
や
整
備
、
市
民
税
の

減
税
な
ど
の
理
由
で
財
源
が
不
足
し
た

場
合
に
、
国
や
銀
行
な
ど
か
ら
長
期
に

借
り
入
れ
る
も
の
を
指
し
ま
す
。
市
債

を
借
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
世
代

間
の
財
政
負
担
の
公
平
化
や
計
画
的
な

施
設
の
整
備
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

平
成
23
年
度
末
の
田
川
市
の
市
債
残

高
は
、２
５
０
億
２
千
７
９
０
万
円（
一

般
会
計
ベ
ー
ス
）
と
な
っ
て
お
り
、
前

年
度
末
よ
り
12
億
６
千
４
３
８
万
円
、

４
．
８
％
減
っ
て
い
ま
す
。

財
政
指
標

　

財
政
指
標
に
は
「
経
常
収
支
比
率
」、

「
公
債
費
負
担
比
率
」、「
財
政
力
指
数
」

な
ど
が
あ
り
、
市
の
財
政
状
況
を
具
体

的
な
数
値
で
表
し
た
も
の
で
す
。

　

経
常
収
支
比
率
は
、
人
件
費
や
扶
助

費
、
公
債
費
な
ど
経
常
的
に
支
出
す
る

経
費
に
市
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
経
常

的
に
入
る
一
般
財
源
（
使
途
が
制
限
さ

れ
な
い
自
由
な
財
源
）
を
充
て
た
割
合

を
示
す
指
標
で
あ
り
、
公
債
費
負
担
比

率
は
、
公
債
費
に
充
て
た
一
般
財
源
が

一
般
財
源
総
額
に
占
め
る
割
合
を
示
す

指
標
で
す
。
こ
れ
ら
の
指
標
は
低
い
ほ

ど
財
源
に
余
裕
が
あ
り
、
健
全
な
財
政

運
営
が
保
た
れ
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

　

財
政
力
指
数
と
は
、
標
準
的
な
行
政

運
営
を
行
う
の
に
必
要
な
経
費
に
対
し
、

標
準
的
に
収
入
さ
れ
る
市
税
な
ど
の
財

源
を
ど
れ
く
ら
い
充
て
ら
れ
る
か
を
示

す
指
標
で
す
。
こ
の
指
標
が
「
１
」
に

近
い
ほ
ど
地
方
交
付
税
へ
の
依
存
度
が

低
く
、「
１
」
を
超
え
れ
ば
地
方
交
付

税
に
頼
ら
な
い
財
政
運
営
が
で
き
る
こ

と
を
意
味
し
、
財
政
基
盤
が
し
っ
か
り

し
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

　

田
川
市
の
経
常
収
支
比
率
は
93
．
３

％
、
公
債
費
負
担
比
率
は
16
．
４
％
、

財
政
力
指
数
は
０
．
38
と
な
っ
て
い
ま

す
。
田
川
市
の
類
似
団
体
（
人
口
や
産

業
構
造
が
似
た
他
市
）
の
平
均
が
そ
れ

ぞ
れ
91
．
９
％
、
15
．
２
％
、
０
．
82

で
す
か
ら
、
い
ず
れ
も
田
川
市
の
方
が

類
似
団
体
平
均
よ
り
悪
く
、
財
政
状
態

が
相
対
的
に
厳
し
い
状
態
に
あ
る
こ
と

が
分
か
り
ま
す
。

総
　
　
括

　

各
表
か
ら
、
本
市
の
財
政
構
造
は
自

主
財
源
に
乏
し
く
、
義
務
的
経
費
が
多

い
た
め
、
財
政
基
盤
が
弱
く
、
硬
直
化

（
悪
化
）
し
て
お
り
、
大
変
厳
し
い
状

況
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

現
在
、
市
で
は
、
第
５
次
行
政
改
革

を
進
め
て
お
り
、
事
務
事
業
の
見
直
し

な
ど
経
費
節
減
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ

で
す
。
ま
た
、
従
来
か
ら
の
市
税
な
ど

の
徴
収
強
化
や
市
有
財
産
の
積
極
的
な

活
用
な
ど
歳
入
確
保
対
策
に
よ
り
財
源

の
確
保
を
図
り
、
よ
り
一
層
の
健
全
な

財
政
運
営
を
目
指
し
ま
す
。

決算報告平成23年度
田川市の財政事情          1

決算では、みなさんが納めた税金や国・県からの補助金、地方交付税などの収入（歳入）が
どのくらいあり、どのように支出（歳出）されたかを知ることができます。

平成23年度の市の決算がまとまりましたので報告します

市税
49億6,101万円
（18.9%）

民生費
120億5,864万円
（47.4%）

公債費
33億1,214万円
（13.0%） 

公債費
33億1,215万円
（13.0%）

人件費
34億2,890万円
（13.5%）普通建設事業費

13億8,435万円（5.4%）

災害復旧事業費
8,265万円（0.3%）

使用料及び手数料
………… 13億7,508万円（5.2%）

諸収入………6億4,409万円（2.5%）
分担金及び負担金
…………… 4億3,031万円（1.6%）

財産収入…… 3億5,145万円（1.3％）
繰越金……… 2億6,951万円（1.0％）
繰入金………… 4,410万円（0.2%）
寄附金…………… 508万円（0.0%）

維持補修費
…………… 1億4,416万円（0.6%）

積立金
…………… 3億2,118万円（1.3%）

投資及び出資金・貸付金
…………… 3億3,563万円（1.3%）

■その他（８億5,089万円）の内訳
地方消費税交付金 5億   106万円（1.9%）
自動車重量譲与税… 1億3,391万円（0.5%）
地方特例交付金 ……… 8,268万円（0.3%）
地方揮発油譲与税 …… 5,160万円（0.2%）
自動車取得税交付金…… 4,696万円（0.2%）
交通安全対策特別交付金 1,307万円（0.1%）
利子割交付金 ………… 1,213万円（0.0%）
配当割交付金………………759万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金 189万円（0.0%）

263億1,333万円

歳入
263億1,333万円

歳出
254億2,754万円

歳出
254億2,754万円

歳入254億2,754万円歳出目的別 性質別

地方交付税
78億9,476万円
（30.0%）

その他
8億5,089万円
（3.2%）

■市税（49億6,101万円）の内訳
固定資産税 ……………… 24億5,119万円
市民税 …………………… 19億4,675万円
市たばこ税 ……………………4億5,198万円
軽自動車税……………………1億   673万円
鉱産税 …………………………… 436万円

23年度 131億8,513万円
→市民1人当たりに換算 25万9,693円
22年度 126億4,484万円
→市民1人当たりに換算 24万7,085円

年　度 現在高（残高）
■基金の状況

23年度 250億2,790万円
→市民1人当たりに換算 49万2,947円
22年度 262億9,228万円
→市民1人当たりに換算 51万3,762円

財政力指数 0.39 0.82 0.38
経常収支比率 93.5% 91.9% 93.3%
公債費負担比率 17.1% 15.2% 16.4%

年　度 現在高（残高）

22年度 23年度類似団体

■市債の状況

■財政指標

市債
15億9,236万円
（6.1%）

県支出金
16億8,286万円
（6.4%）

※類似団体の数値は22年度のものです。

衛生費
25億3,805万円
（10.0%）

労働費
……1億6,260万円（0.6%）

災害復旧費
……… 4,919万円（0.2%）

自主財源
80億8,063万円
（30.7%）

依存財源
182億3,270万円
（69.3%）

扶助費
90億4,459万円
（35.6%） 

議会費
… 2億8,202万円（1.1%）
商工費
… 3億6,757万円（1.4%）
農林業費
… 4億4,972万円（1.8%）
消防費
… 6億7,304万円（2.7%）
教育費
… 14億9,292万円（5.9%）

国庫支出金
62億1,183万円
（23.6%）

補助費等
29億1,701万円
（11.5%）

物件費
23億7,744万円
（9.3%）

繰出金
20億7,948万円
（8.2%）

義務的経費
157億8,564万円
（62.1%）

その他の経費
81億7,490万円
（32.1%）

総務費
19億5,132万円
（7.7%）

土木費
20億9,033万円
（8.2%）

自主財源
80億8,063万円
（30.7%）

依存財源
182億3,270万円
（69.3%）

扶助費
90億4,459万円
（35.6%） 

議会費
… 2億8,202万円（1.1%）
商工費
… 3億6,757万円（1.4%）
農林業費
… 4億4,972万円（1.8%）
消防費
… 6億7,304万円（2.7%）
教育費
… 14億9,292万円（5.9%）

国庫支出金
62億1,183万円
（23.6%）

補助費等
29億1,701万円
（11.5%）

物件費
23億7,744万円
（9.3%）

繰出金
20億7,948万円
（8.2%）

義務的経費
157億8,564万円
（62.1%）

投資的経費
14億6,700万円（5.8%）

投資的経費
14億6,700万円（5.8%）

その他の経費
81億7,490万円
（32.1%）

総務費
19億5,132万円
（7.7%）

土木費
20億9,033万円
（8.2%）

 ◆問い合わせ　財政課　（☎44−2000 内線411･412）

［特別会計の決算額］
■国民健康保険
歳入………… 63億2,515万円
歳出…………62億3,948万円 
差引……………… 8,567万円

［主要事業（一般会計）］

■後期高齢者医療
歳入………… 6億4,280万円
歳出………… 6億3,770万円
差引…………………510万円

■急患医療
歳入………… 1億5,663万円
歳出………… 1億2,359万円 
差引……………… 3,304万円

■住宅新築資金等貸付
歳入………… 1億3,988万円 
歳出……………… 8,154万円  
差引……………… 5,834万円

■田川市等三線沿線地域
　交通体系整備事業基金
歳入………… 3億  884万円
歳出………… 3億  835万円 
差引………………… 49万円

公営住宅等総合改善事業
……………… 2億7,016万円

住宅地区改良事業
……………… 1億9,506万円

道路改良及び
排水路新設改良事業
…………………1億  481万円

幹線道路改良事業
…………………1億  154万円



財務諸表
田川市の財政事情          2新

地
方
公
会
計
制
度

　

地
方
公
共
団
体
の
決
算
書
は
、
１
年

間
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ
っ
て
、
何

に
い
く
ら
使
っ
た
の
か
を
明
ら
か
に
す

る
も
の
で
、
現
在
ど
れ
だ
け
の
資
産
が

あ
っ
て
、
ど
れ
だ
け
の
負
債
が
あ
る
の

か
分
か
り
に
く
く
、
財
政
状
況
を
的
確

に
把
握
す
る
こ
と
が
困
難
で
し
た
。

　

行
政
改
革
推
進
法
の
成
立
（
平
成
18

年
６
月
）
を
契
機
に
、
地
方
の
資
産
・

債
務
改
革
の
一
環
と
し
て
、
財
務
諸
表

の
作
成
と
公
表
が
求
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
財
務
諸
表
の
作
成
に
あ
た
っ
て
、

総
務
省
か
ら
２
種
類
の
作
成
方
式
が
示

さ
れ
ま
し
た
が
、
本
市
で
は
、
作
成
さ

れ
た
財
務
諸
表
の
信
頼
性
・
検
証
可
能

性
に
つ
い
て
検
討
し
た
結
果
、「
基
準

モ
デ
ル
」
方
式
の
財
務
諸
表
を
作
成
す

る
こ
と
と
し
、
平
成
20
年
度
の
決
算
か

ら
作
成
・
公
表
し
て
い
ま
す
。

財
務
諸
表

　

財
務
諸
表
と
は
、
民
間
企
業
と
同
様

の
考
え
方
で
作
成
す
る
決
算
に
関
す
る

４
つ
の
表
の
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ
れ
「
貸

借
対
照
表
」、「
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」、

「
純
資
産
変
動
計
算
書
」、「
資
金
収
支

計
算
書
」
と
い
い
ま
す
。

　

な
お
、
左
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
た
財
務

諸
表
は
、
一
般
会
計
に
国
民
健
康
保
険

な
ど
の
各
特
別
会
計
、
水
道
・
病
院
の

各
企
業
会
計
を
連
結
し
た
田
川
市
全
体

を
表
す
も
の
で
す
。

財
務
諸
表
作
成
に
よ
る
成
果

　

財
務
諸
表
を
作
成
す
る
こ
と
に
よ
る

成
果
は
、
主
に
次
の
よ
う
な
こ
と
が
あ

げ
ら
れ
ま
す
。

1
貸
借
対
照
表
に
よ
り
、
す
べ
て
の
資

産
・
負
債
が
把
握
で
き
る
。

2
退
職
金
な
ど
、
将
来
発
生
す
る
負
担

額
に
つ
い
て
も
把
握
で
き
る
。

3
減
価
償
却
費
を
計
算
す
る
こ
と
で
、

資
産
の
現
在
価
値
が
把
握
で
き
る
。

4
水
道
や
病
院
と
連
結
す
る
こ
と
に
よ

り
、
全
体
的
な
市
の
財
政
状
況
が
把

握
で
き
る
。

財
務
諸
表
か
ら
分
か
る
こ
と

1
貸
借
対
照
表
（
Ｂ
Ｓ
）

①
今
ま
で
に
蓄
積
し
た
資
産
は
１
千
４

６
６
億
円
で
、
負
債
は
４
２
４
億
円
、

純
資
産
（
正
味
の
資
産
）
に
つ
い
て

は
１
千
42
億
円
に
な
り
ま
す
。

　
　

こ
れ
を
市
民
１
人
当
た
り
に
換
算

す
る
と
、
資
産
は
２
８
９
万
円
、
負

債
は
84
万
円
、
純
資
産
は
２
０
５
万

円
と
な
り
ま
す
。

②
一
番
多
い
資
産
は
、
市
営
住
宅
、
学

校
な
ど
の
事
業
用
資
産
（
７
４
７
億

円
）
で
、
総
資
産
の
51
％
を
占
め
て

い
ま
す
。

　
　

こ
れ
ら
は
、
資
産
と
し
て
計
上
さ

れ
て
は
い
ま
す
が
、
維
持
管
理
費
や

将
来
的
に
発
生
が
見
込
ま
れ
る
建
て

替
え
費
用
な
ど
多
く
の
問
題
を
抱
え

て
い
ま
す
。
今
後
は
、
事
業
用
資
産

の
中
で
売
却
可
能
な
資
産
を
選
定
し
、

売
却
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
資
産

の
ス
リ
ム
化
を
図
り
な
が
ら
、
長
期

的
な
改
修
計
画
を
策
定
し
、
施
設
の

長
寿
命
化
を
図
る
な
ど
、
こ
れ
ら
の

費
用
を
可
能
な
限
り
抑
制
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

2
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
Ｐ
Ｌ
）

　
　

行
政
コ
ス
ト
の
中
で
比
率
が
高
い

の
は
、
生
活
保
護
費
や
国
民
健
康
保

険
医
療
費
な
ど
の
移
転
支
出
１
７

８
億
円
（
51
％
）、
人
件
費
72
億
円

（
21
％
）
で
す
。
こ
れ
ら
の
費
用
は
、

経
常
的
に
発
生
す
る
も
の
で
あ
る
た

め
、
短
期
間
で
の
大
き
な
改
善
は
困

難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
長
期
的
か
つ

抜
本
的
な
対
策
に
よ
っ
て
改
善
し
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

3
純
資
産
変
動
計
算
書
（
Ｎ
Ｗ
Ｍ
）　

　
　

資
産
の
増
加
に
比
べ
る
と
、
減
価

償
却
費
な
ど
に
よ
る
減
少
が
大
き
く
、

純
資
産
が
、
３
億
６
千
万
円
減
少
し

て
い
ま
す
。

4
資
金
収
支
計
算
書
（
Ｃ
Ｆ
）

　
　

今
年
度
、
資
金
は
約
２
億
５
千
万

円
増
加
し
ま
し
た
。

　
　

経
常
的
収
支
は
黒
字
で
し
た
が
、

地
方
債
の
収
支
で
あ
る
財
務
的
収
支

は
26
億
円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
こ
の
財
務
的
収
支
の
赤
字

は
、
地
方
債
残
高
が
減
少
し
た
こ
と

を
意
味
す
る
た
め
、
地
方
債
の
発
行

を
抑
制
し
た
結
果
、
将
来
世
代
の
負

担
が
減
少
し
た
こ
と
を
意
味
し
て
い

ま
す
。
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田川市財務諸表
年度末に市が保有する資産・負債・純資産を表示したもの。
別名バランスシートと呼ばれ、「資産＝負債＋純資産」の等式が成り立ちます。

現在市が保有している財産。現世代・次世代が提供を受ける行
政サービスの価値の総額。

【内訳】
【内訳】
地方債 351億 895万円
退職給付引当金 47億1,566万円
　（今年度末に全職員が退職すると仮定した場合の退職金の額）
その他 26億2,094万円

現在までの世代が既に負担済みで、将来に引継ぐ正味の資産。

この1年間で行政サービスに費やした費用と、その対価
として使用料、診療収入などの収益を表示したもの。

　

【内訳】
【内訳】
財源の変動

△3

2

億

7,811万円
人にかかる費用 72億4,246万円

資産の変動 △22億
19億

8,122万円　（職員給与、議員報酬など）
その他の変動 △5,445万円物にかかる費用 億

37 3,187

万円
　（消耗品費、減価償却費、維持補修費など）
業務にかかる費用 億

50 9,339

万円
　（委託料など）
移転支出 178億2,169万円
　（社会保障支出、補助金など）
その他の費用 11億1,849万円
　（公債費の利子、一時借入金利子など）

（経常費用－経常収益）

経常的収支 47億 1,051万円
資本的収支 △18億9,080万円
財務的収支 △25億 6,561万円

貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL） 純資産変動計算書（NWM）

資金収支計算書（CF）

資産

1年間に提供された行政サービス（資産形成のための費用除く）
に要した全ての費用。

経常費用

1,466億4,905万円
将来世代が負担する借金（地方債）など。

負債 424億4,554万円

純資産 1,042億  351万円

350億 789万円

経常収益 76億4,615万円

期首純資産残高

期首資金残高
当期収支

1,045億6,106万円

8,634万円21億

4,043万円24億期末資金残高

当期変動額

【内訳】

5,755万円

億5,409万円

期末純資産残高 1,042億  351万円

純行政コスト 273億6,175万円

資金 24億4,043万円

事業用資産 746億9,369万円
　（庁舎、市営住宅、学校、市立病院、普通財産など）
インフラ資産 492億 4,101万円
　（道路、公園、ため池、防災関連施設、水道など）

資金以外の金融資産   202億7,392万円
　（基金、債権など）

市の純資産（正味の資産）がこの１年間で、どのように
変動したのかを表示したもの。

※各表の金額は、表示単位未満を四捨五入していますの
　で、合計が一致しない場合があります。

この１年間の資金の増減と残高を示して、資金の流れを
表示したもの。

■世代間の負担のバランス
　学校、道路などの社会資本を、借金（将来世代の負担）
によってどのくらい整備したかを表す比率です。借金の
割合を示す比率ですので低いほうが、財政状態が健全と
いえます。

事業用資産 ＋ インフラ資産
負債 ×100＝ 34.2％

※県内他市町村の平成22年度平均が32.4％であり、おお
　むね世代間の負担のバランスは適正であると考えてい
　ます。



補正後の
予算

健全化
判断比率
平成23年度の市の決算に基づく健全化判断比率を報
告します。健全化判断比率は、公営企業や一部事務組
合などを含めた市全体の財政状況を明らかにし、一定
基準以上の団体には財政健全化（再生）計画の策定な
どが義務付けられています。

９月補正後予算額は当初予算額と比較して、10億
1,610万円の増となっています。
この主な要因としては、平成23年度決算の黒字に伴
う基金積み立ての増額や、7月に発生した九州北部豪
雨により大きな被害を受けた市道や農林施設などの公
共施設に対する災害復旧費を計上したことなどが挙げ
られます。

健
全
化
判
断
比
率
と
は

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
」
が
平
成
21
年
度
か
ら

全
面
施
行
さ
れ
、
こ
の
法
律
に
基
づ
く

４
つ
の
財
政
指
標
（「
実
質
赤
字
比
率
」、

「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」、「
実
質
公
債

費
比
率
」、「
将
来
負
担
比
率
」）
の
公

表
や
一
定
基
準
以
上
の
団
体
で
の
財
政

健
全
化
計
画
や
財
政
再
生
計
画
の
策
定

な
ど
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
財
政
指
標
は
、
一
般
会
計

な
ど
（
公
営
事
業
会
計
を
除
く
す
べ
て

の
会
計
）
だ
け
で
な
く
、
病
院
や
水
道

な
ど
の
公
営
企
業
会
計
や
ご
み
焼
却
場
、

消
防
署
な
ど
他
市
町
村
と
共
同
で
事
務

を
行
っ
て
い
る
一
部
事
務
組
合
、
さ
ら

に
は
、
住
宅
管
理
公
社
な
ど
当
該
団
体

が
出
資
ま
た
は
出
え
ん
す
る
法
人
な
ど

も
含
め
た
団
体
の
財
政
状
況
を
総
括
的

に
判
断
す
る
た
め
の
指
標
で
、
議
会
報

告
お
よ
び
住
民
へ
の
公
表
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
一
定
基
準
以

上
の
団
体
に
つ
い
て
は
、
財
政
健
全
化

（
再
生
）
計
画
の
策
定
や
外
部
監
査
要

求
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
こ
れ
ら
４
つ
の
指
標
に
加

え
、
公
営
企
業
会
計
ご
と
の
経
営
状
況

を
表
す
「
資
金
不
足
比
率
」
も
同
様
に

規
定
さ
れ
、
一
定
基
準
以
上
の
場
合
は

経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
赤
字
額
の
、

標
準
財
政
規
模
（
市
税
や
地
方
交
付
税

な
ど
市
が
自
由
に
使
え
る
金
額
の
大
き

さ
）
に
対
す
る
割
合
を
表
す
数
値
で
、

一
般
会
計
な
ど
の
資
金
収
支
の
状
況
を

表
す
指
標
で
す
。

　

平
成
23
年
度
決
算
で
は
、
一
般
会
計

な
ど
の
全
体
の
実
質
収
支
は
黒
字
で
あ

っ
た
た
め
、
当
該
比
率
は
算
定
さ
れ
ま

せ
ん
で
し
た
。
ま
た
、
早
期
健
全
化
基

準
の
12
．
94
％
を
大
幅
に
下
回
っ
て
お

り
、
問
題
の
な
い
水
準
で
す
。

連
結
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
お
よ
び
公
営
企
業
以
外
の

会
計
の
実
質
赤
字
と
、
公
営
企
業
会
計

の
資
金
不
足
額
の
合
計
額
の
標
準
財
政

規
模
に
対
す
る
割
合
を
表
す
数
値
で
、

市
が
直
接
的
に
行
う
事
務
事
業
全
体
の

資
金
収
支
の
状
況
を
表
す
指
標
で
す
。

　

平
成
23
年
度
決
算
で
は
病
院
会
計
、

水
道
会
計
の
い
ず
れ
も
資
金
不
足
額
は

な
く
、
連
結
実
質
赤
字
は
あ
り
ま
せ
ん

の
で
、
当
該
比
率
は
算
定
さ
れ
ま
せ
ん

で
し
た
。
な
お
、
早
期
健
全
化
基
準
は

17
．
94
％
で
す
が
、
基
準
を
大
幅
に
下

回
っ
て
お
り
、
問
題
の
な
い
水
準
で
す
。

実
質
公
債
費
比
率

　

実
質
公
債
費
比
率
は
、
同
比
率
が
一

定
基
準
以
上
と
な
っ
た
地
方
公
共
団
体

が
行
う
起
債
を
制
限
す
る
た
め
に
、
平

成
18
年
度
に
導
入
さ
れ
た
指
標
で
す
。

そ
の
後
、
財
政
健
全
化
法
の
施
行
に
よ

り
、
健
全
化
判
断
比
率
の
１
指
標
に
位

置
付
け
ら
れ
、「
公
債
費
」
と
公
営
企

業
な
ど
に
対
す
る
繰
出
金
の
う
ち
長
期

借
入
金
返
済
に
充
て
た
と
認
め
ら
れ
る

「
公
債
費
に
準
ず
る
も
の
」
な
ど
の
合

計
額
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合

を
表
す
数
値
で
、
実
質
的
な
公
債
費
負

担
の
状
況
を
表
す
指
標
で
す
。

　

平
成
23
年
度
の
実
質
公
債
費
比
率
は

13
．
５
％
（
前
年
度
：
13
．
９
％
）
で
、

早
期
健
全
化
基
準
で
あ
る
25
％
を
大
き

く
下
回
り
、
こ
れ
も
問
題
の
な
い
水
準

で
す
。

将
来
負
担
比
率

　

市
債
の
残
高
お
よ
び
公
営
企
業
な
ど

の
長
期
借
入
金
残
高
の
う
ち
、
一
般
会

計
が
負
担
す
る
と
見
込
ま
れ
る
額
、
当

該
団
体
が
出
資
ま
た
は
出
え
ん
す
る
法

人
な
ど
の
負
債
な
ど
の
う
ち
、
当
該
団

体
が
負
担
す
べ
き
額
や
年
度
末
に
お
け

る
全
職
員
の
退
職
金
見
込
総
額
な
ど
、

将
来
発
生
す
る
負
担
見
込
額
の
合
計
か

ら
基
金
（
市
の
貯
金
）
な
ど
そ
の
負
担

に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
額
を
除
い
た

額
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
を

表
す
数
値
で
、
年
度
末
に
お
い
て
将
来

発
生
す
る
見
込
の
債
務
の
状
況
を
表
す

数
値
で
す
。

　

平
成
23
年
度
の
将
来
負
担
比
率
は
、

地
方
債
残
高
の
減
少
な
ど
に
よ
り
０
％

未
満
と
な
っ
た
た
め
（
前
年
度
：
５
．

１
％
）
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
こ

れ
も
、
早
期
健
全
化
基
準
で
あ
る
３
５

０
％
を
大
き
く
下
回
り
、
問
題
の
な
い

水
準
で
す
。

資
金
不
足
比
率（
公
営
企
業
の
み
）

　

流
動
負
債
か
ら
流
動
資
産
を
差
し
引

い
た
、
い
わ
ゆ
る
不
良
債
務
の
額
か
ら

将
来
解
消
が
見
込
ま
れ
る
額
を
差
し
引

い
た
額
の
営
業
収
益
の
額
に
対
す
る
割

合
を
表
す
数
値
で
、
公
営
企
業
ご
と
の

資
金
収
支
（
資
金
繰
り
）
の
状
況
を
表

す
指
標
で
す
。

　

平
成
23
年
度
決
算
に
お
い
て
は
、
水

道
会
計
、
病
院
会
計
の
両
方
で
資
金
不

足
額
は
な
か
っ
た
た
め
、
当
該
比
率
は

算
定
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
こ
れ
も
、

経
営
健
全
化
基
準
で
あ
る
20
％
を
大
き

く
下
回
っ
て
お
り
、
問
題
の
な
い
水
準

で
す
。

総
　
　
括

　

各
指
標
と
も
に
問
題
の
な
い
水
準
で

あ
っ
た
も
の
の
、
本
市
の
財
政
は
、
地

方
交
付
税
や
国
や
県
か
ら
の
補
助
金
な

ど
財
源
を
外
部
に
依
存
し
て
い
る
比
率

が
高
く
、
国
の
動
向
に
よ
っ
て
は
赤
字

に
転
落
し
、
そ
の
ま
ま
改
善
で
き
な
け

れ
ば
実
質
赤
字
比
率
が
早
期
健
全
化
基

準
を
超
え
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い

危
険
な
状
況
に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

今
後
も
、
こ
れ
ら
の
財
政
指
標
を
参
考

に
し
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
（
再
生
）

団
体
と
な
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
健
全

な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

 ◆問い合わせ　財政課　（☎44−2000 内線411･412・413）

田川市の財政事情          4 田川市の財政事情          3
平成24年度　9月 平成23年度決算における

歳入 当初予算　260億5,960万円
９月補正後→270億7,570万円

［予算の状況］

［主な事業］

歳出 当初予算　260億5,960万円
９月補正後→270億7,570万円

地方交付税
75億609万円
（27.7%）

民生費
128億7,771万円
（47.6%）

衛生費
27億4,458万円
（10.1%）

国庫支出金
61億2,822万円
（22.6%） 

市税
48億190万円
（17.7%）

土木費
28億3,317万円
（10.5%）

市税
48億190万円
（17.7%）

土木費
28億3,317万円
（10.5%）

繰入金
10億6,045万円（3.9%）

地方消費税交付金
5億3,600万円（2.0%）

諸収入
4億5,501万円（1.7%） 

農林業費
4億  438万円（1.5%）
商工費
4億3,916万円（1.6%）

その他
9億   193万円（3.3%）

9月末現在（単位：平方メートル）

分担金及び負担金
4億2,644万円（1.6%） 

その他
1億2,586万円（0.4%）

議会費
2億4,735万円（0.9%） 

災害復旧費
3億2,944万円（1.2%） 

改良住宅建設事業…………………………4億7,187万円

公営住宅等総合改善事業…………………2億2,448万円

農林施設災害復旧事業 ……………………2億   413万円

幹線道路改良事業………………………… 1億4,291万円

道路橋りょう整備事業 …………………… 1億  400万円

［財産の状況］
区　　　　分 土　　　　地 建　　　　物

行 政 財 産 4,828,151

行政財産…主に市庁舎や学校、公園などの財産
普通財産…行政財産以外の財産

544,734

普 通 財 産 3,371,945 21,534

計 8,200,096 566,268

公債費
30億7,497万円
（11.4%）

県支出金
17億8,105万円（6.6%）

総務費
17億5,964万円（6.5%） 

市債
21億3,658万円（7.9%） 

使用料及び手数料
13億4,203万円（5.0%） 教育費

14億8,049万円（5.5%） 

消防費
7億5,895万円（2.8%） 

公債費
30億7,497万円
（11.4%）

県支出金
17億8,105万円（6.6%）

総務費
17億5,964万円（6.5%） 

市債
21億3,658万円（7.9%） 

使用料及び手数料
13億4,203万円（5.0%） 教育費

14億8,049万円（5.5%） 

消防費
7億5,895万円（2.8%） 


